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Abstract
While there has been a growing interest in sharing economy in recent years, the usage intention

of the service in Japan is relatively low compared to Western and other East Asian countries. This
paper regards consumers’ perceived risks as the major barrier to the adoption of sharing economy
and elucidates the types of perceived risks inhibitating its adoption. The home-sharing service was
chosen as the research context. The first objective of this paper is to clarify the effects of consumers’
perceived risks of the home-sharing service on the attitude and intention toward the service. The
second objective is to clarify the moderating effects of consumers’ regulatory focus on the
relationship between perceived benefits and attitude toward the service. The data shows that
performance risk, physical risk and privacy risk have a significant negative effect on the attitude and
intention. Furthermore, the positive effect of social benefit of the service on the attitude is greater for
promotion-focused consumers than prevention-focus consumers.
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Ⅰ はじめに

近年，シェアリングエコノミーに対する関心が世界的に高まっている。シェアリングエコノ

ミーとは，個人が保有する遊休資産を，インターネットを介して他者も利用できるサービスのこ

とである１）。実際に，シェアリングエコノミーは過去数年にわたって，その規模においても，そ

の範囲においても成長を遂げている（Belk,２０１４; Böcker and Meelen,２０１７）。すなわち，多様な

製品・サービスを対象とするシェアリングエコノミーが登場し，その多くの分野において，利用

者数は急速に伸びている。例えば，一般の個人が自宅の空き部屋を旅行者に貸し出す民泊サービ

スや，一般の個人ドライバーが，自家用車による乗車サービスを提供するライドシェアは，特に

欧米諸国において急速に普及を見せている。

しかしながら，日本においては，その普及が諸外国と比較して遅れている状況である。その要

因としては，まずは民泊サービスやライドシェアなどの分野では，様々な法規制が存在してお

り，まずは法規制上の課題をクリアしなければならないことがあげられる。もっとも，法規制上

の課題が解決したとしても，消費者２）がシェアリングエコノミーに対して様々な不安を感じてお

り，同サービスの利用意向が低いことも普及に向けた大きな障壁となっていると考えられる。そ

こで，本稿では，消費者がシェアリングエコノミーに対して感じる様々な不安とその影響を検討

するために，知覚リスク概念（Bauer,１９６０）を援用して，どのようなタイプの知覚リスクが，

シェアリングエコノミーの利用阻害要因として働くのかを明らかにすることを第一の目的とす

る。

また，これまでの研究においては，シェアリングエコノミーの利用促進要因として，消費者に

とっての同サービスの多様なベネフィットが明らかにされてきた（Botsman and Rogers,２０１１;

Hamari, Sjöklint, and Ukkonen,２０１５; Böcker and Meelen,２０１７）。もっとも，消費者がいかなる

タイプのベネフィットに強く動機づけられるかは，消費者の個人的特性によって変わってくるは

ずである。そして，シェアリングエコノミーのベネフィットの中には，快楽的（hedonic）なも

のと実利的（utilitarian）なものがあると考えられるが，これら特性が異なるベネフィットのう

ち，いずれが重視されるかは消費者の制御焦点の違い（Higgins,１９９７）によって変化することが

指摘されている（Chernev,２００４; Roy and Ng,２０１２）。そこで，本稿では，消費者の個人的特性

としての制御焦点の違いに注目し，シェアリングエコノミーの各ベネフィットが同サービスに対

１）総務省「平成２８年版情報通信白書」における定義。

２）シェアリングエコノミーは，マルチ・サイド・プラットフォーム（Hagiu２０１４）の一種であり，そのプ

ラットフォームには供給サイドと，需要サイドが存在するが，シェアリングエコノミーでは，いずれの側

面の利用者も多くの場合，個人としての消費者である。本稿では，供給サイドの消費者を「供給者」，需要

サイドの消費者を「消費者」と呼ぶこととする。また，これらを包括して指す場合には「利用者」と呼ぶ

こととする。
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する消費者の態度に及ぼす影響が，消費者の制御焦点の違いによりどのように影響されるのかを

明らかにすることを第二の目的とする。

なお，本稿では，多様なシェアリングエコノミーが存在する中でも，民泊サービスを対象とし

て，上述の研究課題の検討を行うこととする。対象として民泊サービスを選択した理由として

は，民泊サービスは，増加する空き家問題，インバウンド需要の高まりに伴う宿泊施設不足，地

方の過疎化問題など日本が抱える多様な社会的課題を解決しうる有効な手段になることが期待さ

れており，日本における関心がとりわけ高い分野であると考えられ，また，民泊サービスの普及

に向けた国の後押しもされており，２０１７年６月には「住宅宿泊事業法」が成立したことで，法

制度という面においても，普及に向けた土壌が整ってきたと考えられるからである。

Ⅱ シェアリングエコノミーの現状と特徴

１ シェアリングエコノミーの現状

シェアリングエコノミーの世界全体での市場規模は，２０１３年時点では約１５０億ドルであるが，

今後はさらに成長し，２０２５年には約３,３５０億ドルにまで拡大することが予測されている（総務省

「平成２８年版情報通信白書」）。また，日本国内における市場規模は，２０１５年時点で約２８５億円

であったが，２０２０年には約６００億円まで拡大することが予測されている（矢野経済研究所，

２０１６）。

このようにシェアリングエコノミーが成長している背景には，いくつかの要因があげられる。

まずは，消費者を取り巻く情報環境の変化である。すなわち，インターネット上に消費者（個

人）間で取引可能なプラットフォームが出現したことによって，個人が所有する遊休資産を容易

に他者と共有できるようになり（Böcker and Meelen,２０１７），また，スマートフォンの普及によ

り，供給者と需要者のマッチングがタイムリーかつ効率的に図られるようになった。さらに，

SNSの普及により，容易に他者との関係を築くことができるようになり，SNS上で提供される

情報に基づいて取引相手を評価できるようになったことの影響も大きい（Hamari, Sjöklint, and

Ukkonen,２０１５）。そして，消費者が，モノを所有するという行為を見直すようになり，モノを所

有するよりも必要に応じて利用する方が望ましいという価値観が広まってきていることも指摘さ

れている（Ozanne and Ballantine,２０１０; Botsman and Rogers,２０１１; Bardhi and Eckhardt,２０１２）。

もっとも，日本においては，消費者のシェアリングエコノミーの利用意向は諸外国と比較して

相対的に低い状況である。例えば，総務省が２０１６年２月に実施した調査によれば，日本におい

て民泊サービスを「利用したい」あるいは「利用を検討してもよい」と回答した回答者の割合は

３１.６％であり，本調査で対象とされた６ヶ国中で最も低い値であった３）。また，利用意向がない

３）民泊サービスの利用意向（「利用したい」，「利用を検討してもよい」と回答した割合）は，米国において

５５.０％，英国において４４.２％，ドイツにおいて４３.１％，韓国において７７.６％，中国において８４.２％という

結果であった（総務省「平成２８年版情報通信白書」）。
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消費者が，民泊サービスを利用したくない理由としては「事故やトラブル時の対応に不安がある

から」を５３.６％の回答者が選択しており，「企業が責任をもって提供するサービスの方が信頼で

きるから」を３１.５％の回答者が選択している（総務省「平成２８年版情報通信白書」）。これらの

調査結果から，日本においては，シェアリングエコノミーの個人間取引という特徴に起因して，

消費者が様々な不安を感じている状況がうかがえる。

２ シェアリングエコノミーの特徴

シェアリングエコノミーと一口にいっても，その対象となる製品・サービスは多様であり，上

述の民泊サービスやライドシェアに加えて，衣料品や家電などを対象とするモノのシェアリン

グ，駐車場などを対象とする空きスペースのシェアリング，個人のスキルを空き時間に提供する

スキルのシェアリングなど多岐にわたるサービスが展開されている。

シェアリングエコノミーの基本的な仕組みは，多くの場合は，遊休資産やスキルを提供したい

個人と，それを利用したい個人のマッチングが，プラットフォーム上で図られるというものであ

る。例えば，民泊サービスでは，図１が示す通り，供給者は，Airbnbなど民泊を仲介するプ

ラットフォーム上に空き部屋の情報を登録し，消費者はプラットフォーム上で提供される情報を

もとに宿泊施設やその供給者を評価し，気に入ればプラットフォームを介して申し込みを行う。

そして，消費者と供給者の双方が合意に至ればシェアリングが成立するという仕組みである。

このようなプラットフォーム型サービスとしては，既に宿泊予約サイトや飲食店検索サイトな

ど数多くのサービスが存在しているが，これまでのプラットフォーム型サービスと大きく異なる

特徴は，多くの場合，供給者が企業ではなく個人であるという点である。そのため，シェアリン

グエコノミーでは，提供される製品・サービスの品質にバラツキが生じやすいという問題が伴う

（根来，２０１７）。その一方で，提供される製品・サービスは，個々にユニークなものであり，供給

される製品・サービスの多様性が増すという特徴もあげられる。それゆえ，消費者の多様な需要

図１ Airbnb のサービスイメージ

出所：総務省「社会課題解決のための新たな ICTサービス・技術への人々の意識に関する調査研究」（平成
２７年），１１７頁
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に対応できる可能性は高まるであろう。また，シェアリングエコノミーでは，供給者もまた消費

者と取引をするかどうかの選択が可能である。したがって，消費者の供給者に対する信頼だけで

はなく，供給者の消費者に対する信頼もまた，シェアリングが成立する重要な前提となってい

る。この相互の信頼を確保する仕組みとして，多くのプラットフォームにおいては，消費者と供

給者とが互いに評価し合う相互レビューの機能が設けられている。このように，シェアリングエ

コノミーの特徴は，従来型のプラットフォーム型サービスと多くの点で異なっているといえるで

あろう。

Ⅲ 先行研究

１ シェアリングエコノミーの知覚ベネフィット

これまでの研究では，消費者にとってのシェアリングエコノミーの様々なベネフィットが指摘

されてきた。それらの研究をふまえて，Böcker and Meelen（２０１７）は，シェアリングエコノ

ミーのベネフィットを，①経済的ベネフィット，②社会的ベネフィット，③環境的ベネフィット

という３つ側面から整理をしている。そこで，本稿においてもこの分類に従い先行研究を整理す

る。

Bardhi and Eckhardt（２０１２）は，カーシェアリングの利用経験がある消費者を対象とするイン

タビュー調査に基づいて，カーシェアリングを利用する主な動機が，費用を節約できるという経

済的動機であることを指摘している。また，Hamari, Sjöklint, and Ukkonen（２０１５）は，モノの

シェアリングサービスを対象として，経済的ベネフィットが，同サービスの利用意図に対して正

の影響を及ぼすことを確認している。さらに，Tussyadiah（２０１５，２０１６）は，民泊サービスを対

象とする消費者調査により，消費者が民泊サービスを利用する重要な原動力が経済的動機である

ことを確認している。このように多様なシェアリングエコノミーにおいて，経済的ベネフィット

が，その利用を促す重要な要因であることが確認されている。

また，多くのシェアリングエコノミーでは，消費者と供給者との交流こそが，そのサービスの

中核をなすものであるため（Böcker and Meelen,２０１７），そのベネフィットとして，新たな人と

の出会いや交流といった社会的ベネフィットの存在も指摘されている（Botsman and Rogers,

２０１１; Tussyadiah,２０１５; Ozanne and Ballantine,２０１０; Böcker and Meelen,２０１７）。

さらに，シェアリングエコノミーの利用が，環境に対する配慮という面でもベネフィットがあ

ることが指摘されている（Gansky,２０１０; Botsman and Rogers,２０１１; Martin,２０１６; Böcker and

Meelen,２０１７）。すなわち，シェアリングエコノミーは，遊休資産を効率的に活用することによ

り，不必要な生産を避け，希少な資源を節約できるために，環境的持続可能性（sustainability）

に対して貢献できることが指摘されている（Heinrichs,２０１３; Böcker and Meelen,２０１７）。また，

消費者もシェアリングエコノミーの利用が環境に配慮した行動であることを認識しており，その

ことが実際に利用動機になっていることも指摘されている。例えば，Piscicelli, Cooper, and
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Fisher（２０１４）は，モノ，空間，スキルなどのシェアリングを仲介するプラットフォームの利用

者に対する調査を行い，シェアリングプラットフォームを利用する主な理由として，回答者の

３２％が「環境に優しい」という理由をあげていることを確認している。

これらの研究が示す通り，シェアリングエコノミーが消費者にもたらすベネフィットを明らか

にする研究は近年比較的多く示されている（Zhang, Yan, and Zhao,２０１６）。しかしその一方で，

シェアリングエコノミーの利用を阻害する要因，特に消費者が同サービスのどのような側面にリ

スクを感じているのかに注目する研究は比較的少ない状況といえる。

２ 知覚リスクのタイプ

消費者行動研究においては，Bauer（１９６０）によって知覚リスク概念が提唱されて以降，知覚

リスクが消費者行動のどのような側面に対して，どのような影響を及ぼすのかについて多くの研

究が行われてきた。知覚リスク概念を提唱した Bauer（１９６０）は，知覚リスクを取引結果に関す

る不確実性と起こりうる負の結果に対する消費者の知覚という観点から捉えている。つまり，知

覚リスクは，現実に存在する客観的リスクではなく，消費者が感じる主観的リスクを示す概念と

して提唱されたものである（Mitchell,１９９９; Kim, Lee, and Jung,２００５）。そして，知覚リスク研

究において主な研究分野の一つとして，知覚リスクを構成するリスクのタイプを明らかにする研

究がある。その代表的研究である Jacoby and Kaplan（１９７２）は，知覚リスクを，①経済的リス

ク（financial risk），②性能的リスク（performance risk），③身体的リスク（physical risk），④心

理的リスク（psychological risk），⑤社会的リスク（social risk）の５つに分類されることを提唱

した。さらに，⑥時間的リスク（time risk）というリスクタイプが提唱され（Peter and Tarpey,

１９７５; Stone and Gronhaug,１９９３），知覚リスクが６つの次元から構成されるとする枠組みが一般

的に用いられるようになった。さらにその後，インターネットの普及に伴い eコマースが拡大す

ると，知覚リスク概念は，オンライン上での購買行動との関連で議論されることとなった４）。オ

ンライン上での購買においては，消費者が個人情報の取り扱いに関するリスクをより強く感じる

ために，プライバシーリスク（privacy risk）という新たなリスクタイプが提唱された

（Jarvenpaa and Todd,１９９７; Featherman and Pavlou,２００３）。このように先行研究においては知覚

リスクの多様な側面が指摘されてきた。もっとも，消費者はあらゆる製品・サービスの購買にお

いて，これら全ての知覚リスクを高い水準で感じているわけではなく，対象製品・サービスに特

定的な知覚リスクが存在する（Dowling and Staelin,１９９４）。そこで，本稿では，上述の各知覚リ

スクのタイプの中でも，シェアリングエコノミーの特徴に起因して，消費者が感じると考えられ

る知覚リスクのタイプを識別したうえで，それらの知覚リスクが，民泊サービスに対する消費者

の態度および利用意図に及ぼす影響について検討する。

４）インターネットはその性質として，オープンかつ複雑であることから，消費者は，オフラインよりもオン

ライン上での購買において，より高いリスクを知覚することが指摘されている（Rose, Khoo, and Straub,

１９９９; Kim,２００５）。
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３ シェアリングエコノミーに対する知覚リスク

シェアリングエコノミーに対する利用者の知覚リスクとその影響を検討した研究は未だ少ない

ものの，近年の研究としては次のものがあげられる。まず，シェアリングエコノミーの利用に伴

い消費者がプライバシーリスクを感じることは複数の研究において指摘されている

（Hawlitschek, Teubner, and Gimpel, ２０１６; Zhang, Yan, and Zhao, ２０１６; Ranzini, Lutz, and

Vermeulen,２０１７; Lutz, Hoffmann, and Fieseler,２０１７）。また，Zhang, Yan, and Zhao（２０１６）は，

ライドシェアを対象として，利用者が感じる性能的リスク，身体的リスク，プライバシーリス

ク，社会的リスク，経済的リスクがライドシェア・プラットフォームへの参加意図に負の影響を

及ぼす可能性を指摘しており，さらに，その負の影響関係に対して利用者の予防焦点が調整効果

を及ぼす可能性も指摘している。しかし，これらの関係はいずれも仮説として示されているにと

どまり経験的に確認はされていない。また，Yoon and Lee（２０１７）は，シェアリングエコノミー

に対する消費者の知覚リスクが高まると，取引相手の信頼性を測るために，取引相手に関する客

観的情報の利用意図が高まることを確認している。さらに，供給者の観点からの研究としては，

Mittendorf and Ostermann（２０１７）が，民泊サービスを対象に，供給者が消費者に対して感じる

知覚リスクは，消費者からの申し込みの承諾に対して負の影響を及ぼすことを指摘している。

これらの研究が示す通り，シェアリングエコノミーに対してその利用者が様々なリスクを知覚

する可能性は指摘されているものの，現時点ではそれらの影響関係を経験的に確認した研究は少

ないといえる。

表１ 知覚リスクの各次元と定義

リスクの次元 定 義 参考文献

性能的リスク 製品・サービスの品質や機能が期待されていた水準に

満たないリスク

Dunn, Murphy, and Skelly （１９８６）; Roselius
（１９７１）

身体的リスク 製品・サービスの使用により，顧客の健康・安全に悪

影響が及ぶリスク

Jacoby and Kaplan（１９７２）; Park and Tussyadiah
（２０１６）

心理的リスク 製品・サービスの選択・使用により，自己イメージ

（自我）を損なうリスク

Jacoby and Kaplan（１９７２）; Roselius（１９７１）;
Featherman and Pavlou（２００３）

社会的リスク 製品・サービスの選択・使用により，他者からの評価

や社会的地位が低下するリスク

Dunn, Murphy, and Skelly（１９８６）; Jacoby and
Kaplan（１９７２）; Roselius（１９７１）

経済的リスク 製品・サービスが支払った金銭的価値に見合わない，

あるいは，その使用に伴い金銭的損失が生じるリスク

Dunn, Murphy, and Skelly（１９８６）; Jacoby and
Kaplan（１９７２）; Roselius（１９７１）

時間的リスク 製品・サービスの評価，選択，消費，交換等において

多くの時間が浪費されてしまうリスク

Peter and Tarpey（１９７５）; Stone and Gronhaug
（１９９３）

プライバシー

リスク

顧客の個人情報が許可なく使用されるなど，個人情報

の管理を失うことによる潜在的損失に関するリスク

Jarvenpaa and Todd（１９９７）; Featherman and
Pavlou２００３

出所：Tsiros and Heilman（２００５）および Featherman and Pavlou（２００３）をもとに筆者作成
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Ⅳ 仮説の設定

１ 知覚リスクの影響に関する仮説

以下では，シェアリングエコノミーの特徴に起因して，消費者が民泊サービスに対して知覚す

ると考えられるリスクのタイプとその影響について仮説を設定する。

先述の通り，シェアリングエコノミーの特徴は，供給者のほとんどが個人であるという点であ

る。そのため，製品・サービスの品質のバラツキが生じうる（根来，２０１７）。つまり，供給者が

個人であるため，サービス供給者の技量の不安定性は比較的高いと考えられ，提供される製品・

サービスの品質のバラツキが生じやすいと考えられるのである５）。それゆえ，シェアリングエコ

ノミーでは，消費者が期待していた水準に満たない品質の製品・サービスが提供される可能性が

高まると考えられる６）。民泊サービスにおいても，多くの場合，個人が所有する自宅等の物件が

宿泊施設として提供されるため，その設備や提供されるサービスの品質のバラツキは，一般的な

ホテル・旅館と比較して相対的に大きくなる可能性が考えられる。したがって，消費者は，民泊

サービスに対して性能的リスクを感じることが考えられる。

また，シェアリングエコノミーでは，消費者の安全性に関するリスクも問題になると考えられ

る。供給者が企業である従来型のサービスであれば，種々の業法に基づく許可等が行われ，消費

者の安全性が法的に担保されている場合が多いが，シェアリングエコノミーの場合には，現時点

では消費者の安全性について法的な担保が十分にされていない事例が数多く見られる（内閣官房

情報通信技術（IT）総合戦略室，２０１６）。民泊サービスにおいては，既存のホテル・旅館に対し

ては，旅館業法，建築基準法，消防法など宿泊者の安全性を確保するための法規制が存在する

が，民泊においてはこれらの関連法規の基準を満たしている事例はきわめて少数である７）。それ

ゆえ，消費者は民泊サービスの利用にあたり，安全面や衛生面での懸念を感じる可能性が考えら

れる。したがって，消費者は，民泊サービスに対して身体的リスクを感じることが考えられる。

さらに，シェアリングエコノミーでは，多くの場合，供給者も消費者と取引をするか否かの選

択ができるために，消費者は，供給者に対して個人情報を公開する必要がある（Ranzini, Lutz,

and Vermeulen,２０１７）。それゆえ，シェアリングエコノミーを利用するにあたり，消費者がプラ

イバシーリスクを感じる可能性が指摘されている（Hawlitschek, Teubner, and Gimpel,２０１６;

Zhang, Yan, and Zhao,２０１６; Ranzini, Lutz, and Vermeulen,２０１７; Lutz, Hoffmann, and Fieseler,

５）サービス品質のバラツキの一要因として，サービス生産に関わるサービス提供者の技量の不安定性が指摘

されている（山本，２００１）。

６）酒井（２０１５）においても，シェアリングエコノミーでは，消費者が，期待していたモノやサービスが提供

されない可能性が高まることが指摘されている。

７）厚生労働省が全国を対象に２０１６年１０月～１２月にかけて実施した調査によれば，旅館業法に基づく許可を

取得している民泊施設は１６.５％（２,５０５件）にとどまっている。
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２０１７）。民泊サービスの場合も，消費者は一定程度の個人情報を宿泊施設の供給者に対して開示

をしたうえで，供給者から宿泊の承諾を得ることが一般的である。したがって，消費者は，民泊

サービスに対してプライバシーリスクを感じることが考えられる。

そして，これまでの研究では，知覚リスクが高い場合においては，消費者はその知覚リスクを

低減させるために情報探索を行うことが指摘されている（Murray,１９９９; Dowling and Staelin,

１９９４）。消費者が民泊サービスに対して，上述の各知覚リスクを高い水準で感じるとすれば，そ

れらの知覚リスクを低減させるための手段として情報探索を行うことが考えられる。それゆえ，

民泊サービスの利用にあたっては，一般のホテル・旅館を利用する場合よりも，消費者はより多

くの時間を費やして情報探索を行うことが考えられる。また，民泊の予約が成立するためには供

給者からの承諾が必要であるため，予約手続き等に，より時間を要する可能性も考えられる。し

たがって，消費者は，民泊サービスに対して時間的リスクを感じることが考えられる。

以上の検討から，シェアリングエコノミーの特徴に起因して，消費者は民泊サービスに対し

て，性能的リスク，身体的リスク，プライバシーリスク，時間的リスクを知覚する可能性がある

と考えられる８）。また，これらの知覚リスクはいずれも，民泊サービスの利用に伴い起こりうる

潜在的損失に関する消費者の知覚であることから，同サービスに対する消費者の態度９）に対して

負の影響を及ぼすことが考えられる。したがって，次の４つの仮説を設定する。

H１：消費者が民泊サービスに対して知覚する性能的リスクは，同サービスに対する態度に負の

影響を及ぼす

H２：消費者が民泊サービスに対して知覚する身体的リスクは，同サービスに対する態度に負の

影響を及ぼす

H３：消費者が民泊サービスに対して知覚するプライバシーリスクは，同サービスに対する態度

に負の影響を及ぼす

H４：消費者が民泊サービスに対して知覚する時間的リスクは，同サービスに対する態度に負の

影響を及ぼす

８）知覚リスクの主な側面としては，本稿で検討した知覚リスク以外に，経済的リスク，社会的リスク，心理

的リスクが指摘されているが，次の理由から本稿においては，これらの知覚リスクについては検討の対象

から外している。シェアリングエコノミーの経済的側面に関しては，そのベネフィットとしての側面が複

数の研究において確認されているため（Guttentag,２０１５; Tussyadiah,２０１５,２０１６; Böcker and Meelen,

２０１７），本稿において経済的側面はリスクではなくベネフィットとして捉えている。また，消費者が民泊

サービスを利用することにより，他者からの自分自身に対する評価が低下することを懸念すること（社会

的リスク）や，自己のイメージを損なうことを懸念すること（心理的リスク）は起こりうるものの，それ

はシェアリングエコノミーの特徴に起因して生じるリスクとは考えにくいため，これらのリスクの影響に

ついても検討の対象から外している。

９）態度とは，ある対象がどの程度好ましいか，もしくは，好ましくないかを評価することによって表される

心的傾向と定義され（Eagly and Chaiken,１９９３），ある対象に対する全体的評価のことを示す。
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２ 知覚ベネフィットの影響に関する仮説

次に，民泊サービスに対して消費者が知覚しているベネフィットとその影響について，先行研

究に基づいて検討する。まず，消費者にとって，民泊サービスには既存のホテル等と比較して，

金額ベースでかなりの経済的ベネフィットがあることが指摘されている（Guttentag,２０１５）。ま

た，消費者が民泊サービスを利用する動機としては，その他のベネフィットと比較した経済的ベ

ネフィットの相対的重視度が高いことも指摘されている（Böcker and Meelen,２０１７）。したがっ

て，民泊サービスに対して，消費者は経済的ベネフィットを知覚していると考えられる。また，

多様なシェアリングエコノミーの中でも，民泊サービスは，特に消費者と供給者との交流が多

く，それが同サービスの中核をなすものともいえる。したがって，消費者は，民泊サービスに対

して新たな人との出会いや交流といった社会的ベネフィットを知覚していると考えられる。さら

に，シェアリングエコノミーの利用は環境に配慮した行動であることが指摘されており

（Gansky,２０１０; Botsman and Rogers,２０１１; Martin,２０１６; Böcker and Meelen,２０１７），消費者は民

泊サービスに対しても環境的ベネフィットを知覚している可能性が考えられる。そして，これら

の各ベネフィットは，民泊サービスの利用に伴う好ましい結果に関する消費者の知覚であるた

め，同サービスに対する消費者の態度に対して正の影響を及ぼすことが考えられる。したがっ

て，次の３つの仮説を設定する。

H５：消費者が民泊サービスに対して知覚する経済的ベネフィットは，同サービスに対する態度

に正の影響を及ぼす

H６：消費者が民泊サービスに対して知覚する社会的ベネフィットは，同サービスに対する態度

に正の影響を及ぼす

H７：消費者が民泊サービスに対して知覚する環境的ベネフィットは，同サービスに対する態度

に正の影響を及ぼす

３ 態度の影響に関する仮説

次に，民泊サービスに対する態度が，同サービスの利用意図に及ぼす影響について検討する。

態度は，行動の先有傾向（predisposition）であるとされ，行動の主な予測因として捉えられて

いる（Fishbein and Ajzen,１９７５; Ajzen and Fishbein,２００５）。すなわち，対象に対する態度が好意

的であれば，人はその対象に対して接近的行動をとる傾向があり，一方で，それが非好意的であ

れば，その対象に対して回避的行動をとる傾向があるとされている（Chen and Bargh,１９９９）１０）。

また，Hamari, Sjöklint, and Ukkonen（２０１５）は，モノのシェアリングサービスに対する消費者

の態度が同サービスの利用意図に対して正の影響を及ぼすことを確認している。これらのことか

ら，消費者の民泊サービスに対する態度は，同サービスの利用意図に対して正の影響を及ぼすこ

１０）ただし，態度と行動の乖離が起こりうることも指摘されている。例えば，環境配慮型製品に対して好まし

い態度を有しているものの，実際にはその購買に至らないといった場合である（Prothero et al.,２０１１）。
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とが考えられる。したがって，次の仮説を設定する。

H８：消費者の民泊サービスに対する態度は，同サービスの利用意図に対して正の影響を及ぼす

４ 消費者の制御焦点の影響に関する仮説

次に，民泊サービスの各ベネフィットが態度に対して及ぼす影響は消費者の個人的特性により

変化する可能性が考えられる。そこで，本稿では，制御焦点理論（Higgins,１９９７）を援用し，促

進焦点と予防焦点という制御焦点の違いによって，各ベネフィットと態度との関係がどのように

影響されるのかについて検討する。

制御焦点理論とは，Higgins（１９９７）によって提唱され，目標に対する人の焦点状態の違いが，

人の行動制御に影響を及ぼすという理論である。同理論においては，人が快に接近し，また不快

を回避する際に，促進焦点（promotion focus）と予防焦点（prevention focus）という２つの独

立した自己制御志向が存在するとしている１１）。促進焦点は，目標を理想（ideal）として認識し，

利得（gain）に焦点化した自己制御志向を示す。すなわち，利得の存在に接近し，利得の不在を

回避するように行動をコントロールする。それゆえ，肯定的結果の有無に敏感になる。他方，予

防焦点は目標を義務（ought）として認識し，損失（loss）に焦点化した自己制御志向を示す。

すなわち，損失の不在に接近し，損失の存在を回避するように行動をコントロールする。それゆ

え，否定的結果の有無に敏感になる（石井，２００９;尾崎・唐沢，２０１１,２０１２）。このように制御焦

点理論では，目標のタイプを理想と義務という側面から捉えて，それらの目標との関係におい

て，利得という肯定的結果に焦点化した自己制御志向と損失という否定的結果に焦点化した自己

制御志向を識別している（尾崎・唐沢，２０１１,２０１２）。

また，消費者の制御焦点の違いによって，製品評価や選択において重視される製品属性やベネ

フィットが異なることが確認されている（Chernev,２００４; Roy and Ng,２０１２）。Chernev（２００４）

は，促進焦点の消費者は，実利的属性（utilitarian attribute）よりも快楽的属性（hedonic attribute）

が強調された製品を選択する可能性が高く，他方，予防焦点の消費者は快楽的属性よりも実利的

属性が強調された製品を選択する可能性が高いことを確認している。また，Roy and Ng（２０１２）

は，促進焦点の消費者は，実利的ベネフィットよりも，快楽的ベネフィットが強調された製品に

対して好ましい評価を行い，他方，予防焦点の消費者は，快楽的ベネフィットよりも実利的ベネ

フィットが強調された製品に対して好ましい評価を行うことを明らかにしている１２）。

民泊サービスのベネフィットにも快楽的なものと実利的なものがあるとすれば，消費者の制御

焦点の違い１３）によって，各ベネフィットが態度に及ぼす影響は変化する可能性が考えられる。そ

１１）接近対象となる快の状態は,利得の存在（gain）と損失の不在（non-loss）という２つに分けられ,回避対象

となる不快の状態は,利得の不在（non-gain）と損失の存在（loss）という２つに分けられる（尾崎・唐沢，

２０１１; Idson, Liberman, and Higgins,２０００）。
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こで，このようなベネフィット区分に基づいて，民泊サービスの各ベネフィットの特性について

検討する。まず，製品・サービスの経済的側面は実利的ベネフィットと関連するものであるため

（Overby and Lee,２００６），民泊サービスの経済的ベネフィットも，実利的ベネフィットとしての

特性を強く有していると考えられる。他方で，他者との交流という社会的ベネフィットは，消費

者の経験や感情に関連したベネフィットであり，快楽的ベネフィットとしての特性を強く有する

と考えられる。さらに，環境的ベネフィットに関しては，環境配慮行動は消費者の感情と関連す

るものであり（Smith, Haugtvedt, and Petty,１９９４），消費者は，単に環境に配慮するべきという

規範に従う場合よりも，環境に配慮して行動することにより喜びや満足を得られる場合に，より

環境に配慮した行動をとることが指摘されている（Pelletier et al.,１９９８）。したがって，環境的

ベネフィットは，消費者の感情的側面に関連していると考えられ，快楽的ベネフィットとしての

特性を強く有すると考えられる。

以上の検討から，民泊サービスの経済的ベネフィットについては，促進焦点の消費者よりも，

予防焦点の消費者の方が，より重視すると考えられ，経済的ベネフィットが態度に及ぼす影響

は，促進焦点の消費者よりも，予防焦点の消費者の方がより大きいと考えられる。他方，民泊

サービスの社会的ベネフィットおよび環境的ベネフィットについては，予防焦点の消費者より

も，促進焦点の消費者の方が，より重視すると考えられ，これらのベネフィットが態度に及ぼす

影響は，予防焦点の消費者よりも，促進焦点の消費者の方がより大きいと考えられる。したがっ

て，次の仮説を設定する。

H９：民泊サービスの経済的ベネフィットが同サービスに対する態度に及ぼす正の影響は，促進

焦点の消費者よりも，予防焦点の消費者の方が大きい

H１０：民泊サービスの社会的ベネフィットが同サービスに対する態度に及ぼす正の影響は，予

防焦点の消費者よりも，促進焦点の消費者の方が大きい

H１１：民泊サービスの環境的ベネフィットが同サービスに対する態度に及ぼす正の影響は，予

防焦点の消費者よりも，促進焦点の消費者の方が大きい

１２）実利的ベネフィットとは，製品・サービスの機能的，道具的，認知的性質に関連するものであり，顧客に

対して基本的ニーズの解決策を提供するものである（Batra and Ahtola,１９９０; Chitturi et al.,２００７; Dhar and

Wertenbroch,２０００）。他方，快楽的ベネフィットとは，製品・サービスの審美的，経験的，感情的性質に関連

するものである（Hirschman and Holbrook,１９８２; Babin, Darden, and Griffin,１９９４; Kyguoliene, Zikiene, and

Grigaliunaite,２０１７）。実利的ベネフィットは，必需的なもの（necessities）であり，予防目標の達成に寄与

するものと捉えることができ，他方，快楽的ベネフィットは，奢侈的なもの（luxuries）であり，促進目標

の達成に寄与するものと捉えることができる（Chitturi et al.,２００８）。

１３）制御焦点理論では，制御焦点には人の個人特性としての恒常的制御焦点と，状況により一時的に誘発され

る一時的制御焦点があるとされるが（Shah and Higgins,１９９７），本稿では，消費者の個人特性としての恒

常的制御焦点に注目している。
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Ⅴ 実証分析

１ 検証方法

（１）調査対象者

設定された仮説の経験的妥当性を検証するためにマーケティング調査会社のモニターに対する

調査を実施した。まず，調査対象者を絞り込むためのスクリーニング調査を日本全国に住む２０

代から５０代までの男女に対して実施した。調査対象者は民泊サービスの内容について，一定以

上の理解を有していることが必要であるため，スクリーニング調査では同サービスの理解度を問

う質問を設定し，民泊サービスの内容について一定以上の理解を有していると考えられる回答者

を抽出した１４）。なお，性別や年代の偏りによるバイアスの影響を低下させるために，男女比およ

び各年代の比率は予め等しくなるように設定をし，最終的には２０代から５０代までの男女それぞ

れ５２名ずつを抽出し，合計４１６名の回答を分析対象とした。

（２）測定尺度

調査に用いた測定尺度は先行研究において採用された測定尺度を参考とし，本稿の調査対象に

即して改めて作成したものである。「性能的リスク」については，守口（２０１０），宮下（２０１１）を

１４）具体的には「①民泊に実際に宿泊したことがある」，「②民泊サービスの内容や特徴について詳細に理解し

ている」，「③民泊サービスの内容や特徴について概要について理解している」，「④民泊という言葉を聞い

たことはあるが，その内容や特徴についてはあまり理解していない」，「⑤民泊という言葉を初めて聞いた」

の選択肢の中から１つを選択する形式で回答を求め，①から③までを選択した回答者を抽出した。次に，

①から③までを選択した回答者に対して，プラットフォーム型サービスの具体的サービス名称を示す５つ

の選択肢の中から，民泊サービスを仲介する具体的なサービス名称を選択する設問への回答を求め，正確

に民泊のサービス名称（Airbnb）を選択できた回答者をさらに抽出し本調査を実施した。

図２ 本稿の分析モデル

シェアリングエコノミーに対する消費者の知覚リスク・知覚ベネフィットが態度と利用意図に及ぼす影響 ５９



参考として作成した。「身体的リスク」については，鈴木（１９９３），Tseng and Wan（２０１６）を参

考として作成した。「プライバシーリスク」および「時間的リスク」については，Ruiz-Mafe et

al.（２００９）を参考として作成した。「知覚ベネフィット」については，Hamari, Sjöklint, and

Ukkonen（２０１５）を参考として作成した。また，「態度」については，Ajzen（１９９１）, Ladhari and

Michaud（２０１５）を参考とし，「利用意図」については，Tussyadiah（２０１６）を参考として作成し

た。具体的な測定尺度は表２で示される通りであり，各質問項目はいずれも７段階リッカート尺

度により測定した。

次に，各尺度の信頼性および妥当性について確認を行った。まず，各尺度の信頼性を確認する

ために，Cronbachの α係数を算出したところ，すべての変数で.７０以上の値であり，各測定尺

表２ 測定尺度一覧

構成概念 質問項目 α係数
全体

（N＝４１６）
促進焦点
（N＝２１３）

予防焦点
（N＝２０３）

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

性能的リスク

部屋の品質や機能が，実際には期待通りではな
いかもしれないという心配・不安
部屋の設備や提供されるサービスが，私の期待
に達していないかもしれないという心配・不安

.８５７

４.８５

４.７９

１.３５９

１.３４１

４.９０

４.８７

１.２６２

１.３２４

４.７９

４.６９

１.４５４

１.３５５

身体的リスク

民泊に宿泊することで，あなたの健康や安全に
悪影響があるかもしれないという心配・不安
民泊に宿泊することで，怪我や病気をしてしま
うかもしれないという安全面・健康面での心
配・不安

.８２１

３.６４

３.４１

１.５７７

１.４８２

３.５４

３.２９

１.６２４

１.４５９

３.７４

３.５５

１.５２３

１.４９６

プ ラ イ バ
シーリスク

私の個人情報が，同意なしに利用されてしまう
かもしれないという心配・不安
私の個人情報が，不適切に取り扱われるかもし
れないという心配・不安

.９１０

４.３１

４.３９

１.５４７

１.５４０

４.２４

４.３５

１.６０４

１.５２１

４.３８

４.４３

１.４８６

１.５６３

時間的リスク

宿泊する民泊を選ぶために，多くの時間を費や
してしまうかもしれないという心配・不安
ホテル・旅館よりも，民泊に宿泊するほうが，
より多くの時間や手間がかかってしまうかもし
れないという心配・不安

.７２８

３.９５

４.３０

１.４２５

１.４６１

３.９１

４.３０

１.４２１

１.５１２

４.００

４.３１

１.４３２

１.４０９

経済的ベネ
フィット

「民泊」を利用すれば，宿泊料金を節約できる
と思う
「民泊」を利用することによって，金銭的なメ
リットを得られると思う

.８２３

４.４２

４.２２

１.２７２

１.２４４

４.４２

４.２６

１.３３２

１.２８７

４.４２

４.１８

１.２１０

１.１９９

社会的ベネ
フィット

「民泊」を利用することで，ホストファミリー
の人と有意義な交流ができると思う
「民泊」を利用することで，現地の魅力につい
て地元の人から情報を得られると思う

.８１２

４.０４

４.２５

１.４３７

１.３８９

４.００

４.２３

１.４８１

１.４８０

４.０７

４.２８

１.３９３

１.２９１

環境的ベネ
フィット

「民泊」を利用することで，天然資源を節約で
きると思う
「民泊」はエコロジカル（地球にやさしい）と
思う

.８９７

３.１６

３.４５

１.３４７

１.３１８

３.２７

３.５４

１.４４４

１.３４４

３.０４

３.３５

１.２３０

１.２８７

態度
「民泊」に宿泊することは好きだ
「民泊」に宿泊することは好ましいことだ
「民泊」に宿泊することは魅力的なことだ

.８９５
３.１３
３.６３
３.６２

１.４３７
１.２８６
１.４６１

３.２８
３.７１
３.７７

１.４９９
１.２８４
１.４８０

２.９９
３.５５
３.４７

１.３５５
１.２８６
１.４２９

利用意図

旅行に行くとすれば，私は民泊に宿泊したいと
思う
将来，私は民泊を利用するつもりだ
近い将来，私は「民泊」に宿泊する意向をもっ
ている

.９５１

２.８７

３.１２
３.０３

１.５１５

１.６８４
１.７００

３.０８

３.３６
３.２６

１.５５４

１.７４７
１.７２８

２.６４

２.８７
２.７９

１.４４３

１.５８２
１.６４１
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度の信頼性は十分に高いことが確認された。また，収束妥当性については，各潜在変数から観測

変数への因子負荷量，および，Average Variance Extracted（AVE）によって判断した。各潜在変

数から観測変数への因子負荷量は，.６０を上回っていることを確認した（Bagozzi and Yi,１９８８）。

また，AVEに関しても，すべての潜在変数において，基準とされる.５０を上回っていることを確

認した（Fornell and Larcker,１９８１）。さらに，弁別妥当性の確認としては，各構成概念の AVE

が，各構成概念間の相関係数の平方よりも高いことを確認した（Fornell and Larcker,１９８１）。し

たがって，本稿で用いた測定尺度は十分な信頼性および妥当性を有していると判断できる。

２ 仮説の検証結果

（１）分析１

分析１では，全サンプルを用いて，最尤推定法による構造方程式モデリングにより H１から

H８までの検証を行った。分析モデルの適合度を示す指標は，χ２/df.＝１.７３４, CFI＝.９８２, GFI＝.

９４４, AGFI＝.９１６, RMSEA＝.０４２であり，いずれも基準を上回っており仮説モデルは十分な適合

度を有すると判断できる（Bagozzi and Yi,１９８８; Hair et al.,２００９）。そこで，このデータに基づ

いて仮説検証を行った。まず，知覚リスクの影響に関しては，性能的リスクが態度に及ぼす影響

（β＝―.１４５, p＜.０１），身体的リスクが態度に及ぼす影響（β＝―.１９４, p＜.０１），プライバシーリスク

が態度に及ぼす影響（β＝―.１３２, p＜.０５）は，いずれも有意な負の影響を及ぼしており，H１，H

２，H３は支持された。しかし，時間的リスクは態度に対して有意な影響を及ぼしておらず H４

は支持されなかった。

次に，知覚ベネフィットの影響に関しては，経済的ベネフィットが態度に及ぼす影響（β＝.

１７０, p＜.００１），社会的ベネフィットが態度に及ぼす影響（β＝.３１９, p＜.００１），環境的ベネフィッ

トが態度に及ぼす影響（β＝.２３９, p＜.００１）は，いずれも有意な正の影響を及ぼしており，H５，

H６，H７は支持された。また，態度は利用意図に対して有意な正の影響を及ぼしており（β＝.

８４８, p＜.００１），H８についても支持された。以上より，知覚リスク，知覚ベネフィットおよび態

度の影響に関しては，時間的リスクの影響に関する仮説を除き，他の仮説は支持された。

さらに，各知覚リスクおよび各知覚ベネフィットが態度を媒介して利用意図に対して及ぼす間

表３ 構成概念のAVEと概念間の相関係数

構成概念 AVE １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

１．性能的リスク

２．身体的リスク

３．プライバシーリスク

４．時間的リスク

５．経済的ベネフィット

６．社会的ベネフィット

７．環境的ベネフィット

８．態度

９．利用意図

０.７５６
０.６９９
０.８３８
０.５８５
０.７０１
０.６８５
０.７３１
０.７５４
０.８６７

０.５３２
０.４８９
０.５９４
―０.０１１
―０.２３７
―０.１６７
―０.４０８
―０.４１７

０.６８６
０.５８４
―０.２５３
―０.２６７
―０.１０８
―０.４８５
―０.４５５

０.５３７
―０.０６７
―０.２０４
―０.１２２
―０.４２６
―０.３７８

―０.０６８
―０.２１２
―０.０６９
―０.３５２
―０.３２４

０.４５４
０.３４７
０.４６５
０.４１５

０.６５８
０.７１４
０.５１６

０.６０２
０.４６４ ０.８５０
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接効果の有意性について，ブートストラップ法（リサンプリング回数５,０００回）によって検証を

行った。その結果，性能的リスクの間接効果（βindirect＝―.１２３, p＜.０５），身体的リスクの間接効果

（βindirect＝―.１６４，p＜.０５），プライバシーリスクの間接効果（βindirect＝―.１１２，p＜.０５）はいずれも

５％水準で有意であった。また，経済的ベネフィットの間接効果（βindirect＝.１４４，p＜.０１）は１％

水準で有意であり，社会的ベネフィットの間接効果（βindirect＝.２７０，p＜.００１），環境的ベネフィッ

トの間接効果（βindirect＝.２０３，p＜.００１）はいずれも０.１％水準で有意であった。

（２）分析２

分析２では，H９から H１１までの検証を行った。まず，消費者の制御焦点については，

Higgins et al.（２００１）で示された Regulatory Focus Questionnaire（RFQ）を用いて７段階リッ

カート尺度により測定した。促進焦点と予防焦点の振り分けについては，促進焦点の測定項目か

ら算出した促進焦点のスコアから，予防焦点の測定項目から算出した予防焦点のスコアを引いた

値が正である回答者を促進焦点，その値が負である回答者を予防焦点とした（Higgins et al.,

２００１）。その結果，促進焦点と分類された回答者が２１３名，予防焦点と分類された回答者が２０３

名であった。H９から H１１の検証のため，全サンプルを促進焦点と予防焦点の消費者に分割し

たうえで，多母集団同時分析を行った。

まず，分割された促進焦点と予防焦点のグループごとに個別分析を行った。個別分析の結果，

促進焦点のグループにおけるモデルの適合度を示す指標は，χ２/df.＝１.８１２, CFI＝.９６１, GFI＝.

８９５, AGFI＝.８４４, RMSEA＝.０６２であり，予防焦点のグループにおけるモデルの適合度を示す指

標は，χ２/df.＝１.５８３, CFI＝.９７２, GFI＝.９０３, AGFI＝.８５６, RMSEA＝.０５４であった。両グループと

もに AGFIの値はやや低いものの，他の指標と併せて判断するといずれのグループも許容可能な

適合度であると判断できる。

次に分析モデルの配置不変性の確認を行った。その結果，分析モデルの適合度を示す指標は，

χ２/df.＝１.６９７, CFI＝.９６６, GFI＝.８９９, AGFI＝.８５０, RMSEA＝.０４１であり，許容可能な適合度を有

しているといえる。したがって，本稿の分析モデルは配置不変性が成立すると判断できる。

そこで，H９から H１１までの検証を行うために，多母集団同時分析を用いたパラメータの一

対比較を行った。まず，経済的ベネフィットが態度に及ぼす影響に関しては，促進焦点の消費者

のパス係数（β＝.１５０, p＜.０５）と予防焦点の消費者のパス係数（β＝.２２７, p＜.０１）間の差の検定

統計量は.７００であり有意差は認められなかった１５）。したがって，H９は支持されない結果であっ

た。社会的ベネフィットが態度に及ぼす影響に関しては，促進焦点の消費者のパス係数（β

＝.４９１, p＜.００１）と予防焦点の消費者のパス係数（β＝.１９５, p＜.０５）間の差の検定統計量は

１５）多母集団同時分析を用いたパラメータの一対比較により差に対する検定統計量を算出し，その絶対値が

１.９６以上であれば集団間のパス係数の差は５％水準で有意な差があると判断され，その絶対値が２.３３以上

であれば１％水準で有意な差があると判断され，その絶対値が２.５８以上であれば０.１％水準で有意な差が

あると判断される。
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図３ 全サンプルの分析結果
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―２.１４１であり５％水準で有意差が認められた。したがって，H１０は支持される結果であった。

環境的ベネフィットが態度に及ぼす影響に関しては，促進焦点の消費者のパス係数（β＝.１１２, p

＝.２５５）と予防焦点の消費者のパス係数（β＝.３１１, p＜.００１）との差の検定統計量は１.６３９であり

有意差は認められなかった。したがって，H１１は支持されない結果であった。

Ⅵ 考察

本稿の第一の目的は，シェアリングエコノミーの中でも，民泊サービスを対象として，消費者

が同サービスに対して知覚するリスクのタイプとその影響を明らかにすることであった。分析結

果から，性能的リスク，身体的リスク，プライバシーリスクはいずれも，同サービスに対する態

度および利用意図に対して負の影響を及ぼすことが明らかにされた。したがって，これらの３つ

の知覚リスクは，消費者による民泊サービスの利用阻害要因として働いているといえるであろ

う。ただし，制御焦点の違いによる影響を加味した分析２の結果によれば，消費者の制御焦点の

違いによって，態度に対して有意な影響を及ぼす知覚リスクのタイプが異なることが明らかと

なった。すなわち，促進焦点の消費者では，プライバシーリスクのみが有意な負の影響を及ぼす

ことが確認され，他方，予防焦点の消費者では，性能的リスクおよび身体的リスクは有意な負の

影響が確認されたが，プライバシーリスクについては有意な影響が確認されなかった。このよう

な違いが生じた要因としては，制御焦点の違いによるネガティブな結果の回避傾向と各リスクの

検討段階の違いが影響した可能性が考えられる。すなわち，ネガティブな結果を回避する傾向が

高い予防焦点の消費者は，民泊サービスを利用するか否かを検討する最初の段階において，同

サービスの利用に伴う身体的リスク・性能的リスクを吟味しており，これらのリスクを知覚した

段階で，同サービスの利用が考慮対象から外れている可能性が考えられる。そのため，実際に同

サービスの利用意図がある程度高まった段階において消費者が吟味すると考えられるプライバ

シーリスクについては，態度に対して有意な影響を及ぼさなかったものと考えることができる。

他方，促進焦点の消費者は，予防焦点の消費者と比較するとネガティブな結果の回避傾向は相対

的に低いため，最初の段階で身体的リスクおよび性能的リスクについて考慮したとしても，それ

らのリスクは問題とせず，実際に利用するにあたり問題となるプライバシーリスクについて慎重

に吟味をしている可能性が考えられる。そのため，促進焦点の消費者においては，プライバシー

リスクのみが態度に対して有意な負の影響を及ぼす結果が示されたものと考えることができる。

次に，本稿の第二の目的は，民泊サービスの各ベネフィットが態度や利用意図に及ぼす影響

が，消費者の制御焦点の違いによってどのように影響されるかを明らかにすることであった。ま

ず，全サンプルを用いた分析結果からは，民泊サービスの経済的・社会的・環境的ベネフィット

はいずれも同サービスに対する態度および利用意図に対して正の影響を及ぼすことが確認され，

これらの３つのベネフィットは，いずれも同サービスの利用促進要因として働くことが確認され

た。また，それらの関係に対する制御焦点の影響については，社会的ベネフィットについての
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み，仮説通りの関係が確認された。すなわち，社会的ベネフィットが態度に及ぼす正の影響は，

予防焦点の消費者よりも，促進焦点の消費者の方がより大きいことが確認された。したがって，

予防焦点の消費者よりも，促進焦点の消費者の方が，民泊サービスの利用を通じた新たな人との

出会いや交流といった価値をより重視しているといえる。また，環境的ベネフィットについて

は，予防焦点の消費者では正の有意な影響が確認されたものの，促進焦点の消費者では有意な影

響が確認されなかった。この結果は本稿で設定した H１１とは逆の結果ともいえる。このような

結果が示された要因としては，今回の調査対象者の中で民泊サービスを実際に利用した経験があ

る回答者は１８.５％と低く，その利用を通じた環境配慮行動に伴う喜びや満足といった感情を実

際に経験している回答者が少数であった可能性が考えられる。それゆえ，環境的ベネフィットが

回答者の認知的側面とは結びついていたものの，回答者の感情的側面との結びつきが弱かった可

能性が考えられる。これらの結果から，仮説通りの結果が得られたのは一部であるが，民泊サー

ビスのベネフィットが態度に及ぼす影響が，消費者の制御焦点の違いによって影響されることを

確認することはできた。

Ⅶ おわりに

本稿の学術的貢献としては，第一にはこれまで十分に研究がされていないシェアリングエコノ

ミーに対する消費者の知覚リスクとその影響に注目し，民泊サービスを対象として，消費者が知

覚すると考えられる知覚リスクのタイプを識別し，その影響を経験的に確認できたことである。

第二には，民泊サービスのベネフィットの影響に注目し，各ベネフィットが態度に及ぼす影響

が，消費者の制御焦点の違いによって影響を受ける可能性を理論的に検討したうえで，それらの

関係性を一部ではあるが経験的に確認できたことである。これらの結果から，シェアリングエコ

ノミー研究に対して新たな知見を提供できたと考えている。

次に，実務的示唆としては，本稿の分析結果から，性能的リスク，身体的リスク，プライバ

シーリスクが民泊サービスの利用阻害要因として働くことが確認されたことから，民泊サービス

の普及に向けては，プラットフォーム事業者の立場からも，また，行政の立場からも，消費者が

知覚しているこれらのリスクを低下させる仕組みを構築していくことの必要性が示唆されたとい

えるであろう。また，経済的・社会的・環境的ベネフィットはいずれも民泊サービスの利用促進

要因として働くことが確認されたことから，消費者に対してこれらのベネフィットをコミュニ

ケーションしていくことの重要性が改めて示唆された。ただし，本稿の分析結果からは，消費者

に対する効果的なコミュニケーションを行ううえでは，ターゲットとする消費者の制御焦点の違

いを考慮することの重要性も示唆されたといえるであろう１６）。

１６）Zhang, Yan, and Zhao（２０１６）において，シェアリングエコノミーの事業者が消費者に対してコミュニ

ケーションを行ううえで，顧客セグメントとしての制御焦点の違いを考慮することの重要性が指摘されて

いたが，本稿ではこの点を経験的に確認することができたといえる。
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最後に，本稿の主な限界と今後の研究課題を示す。まず，多様なシェアリングエコノミーがあ

る中で，本稿では民泊サービスのみを分析対象としている。対象となる製品・サービスが異なる

場合には，消費者のシェアリングエコノミーの利用動機が異なる可能性が指摘されていることか

ら（Böcker and Meelen,２０１７），今後は分析対象を他の分野のシェアリングエコノミーへと拡張

し，本稿で得られた結果の一般化可能性を検討していくことは必要であろう。また，プラット

フォームには，需要サイドの消費者と供給者サイドの供給者が存在するが，消費者と供給者で

は，シェアリングエコノミーの利用動機が異なることや（Bellotti et al.,２０１５; Böcker and

Meelen,２０１７），シェアリングエコノミーに対する知覚リスクの水準が異なること（Yoon and

Lee,２０１７）が指摘されている。本稿では，需要サイドにあたる消費者のみを研究対象としてい

ることから，供給者の側面からの研究も今後求められる。さらに，本稿では，制御焦点の影響を

検討するうえで，消費者の個人的特性である恒常的制御焦点の影響について検討した。もっと

も，実務的により有用な示唆を得るためには，状況により一時的に誘発される一時的制御焦点と

の関連で各ベネフィットの影響を検討することも重要であると考えられる。この点も今後の課題

である。

シェアリングエコノミーという新たな現象は実際には急速に拡大をしているが，その学術的研

究は始まったばかりである。そのため，今後のさらなるシェアリングエコノミー研究の発展が期

待される。
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